
・　決算規模は過去最大を更新

 県費負担教職員給与負担事務の県から指定都市への移譲等に伴い、歳入・歳出とも過去最大を更新。

・　経常収支比率が10年連続で90％を超過

 法人市町村民税の増収等に伴い、過去最悪の前年度から改善したが、10年連続で90％を超過。

・　義務的経費は過去最大を更新

 県費負担教職員給与負担事務の指定都市への移譲に伴う人件費の増大等により、過去最大を更新。

(1) 決算規模及び収支状況の推移

（注１)  数値については見込みであり、今後変動する場合がある。（以下の表同じ）

（注２)　表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合がある。また、増減率は、千円単位で算出した

　　　ものである。（以下の表同じ）

（注３)  歳入総額及び歳出総額の内訳は、主なもののみを掲載している。

（注４)  人件費の増減額のうち、230,409百万円は県費負担教職員給与負担事務の指定都市への移譲に伴うものである。

(2) 経常収支比率の推移

(3) 積立金及び地方債現在高の推移

義務的経費 2,104,903 1,857,690

人件費

単年度収支 11,293 ▲ 8,894 20,188

扶助費 975,113 947,709 27,404

768,746 537,621 231,125

▲ 11,316

実質収支
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うち臨時財政対策債 1,257,529 1,225,812

地方交付税 75,691

① ② ③（①－②） ③／②×100

3,521,090 311,202

65,410

歳入総額 3,832,292

3,750,265歳出総額

公債費 361,044 372,360

１　市町村普通会計決算の概要（速報）

（単位：百万円、％） 

区　分
平成29年度 平成28年度 増減額 増減率

8.8

うち臨時財政対策債 102,379 80,555 21,824 27.1

10,281 15.7

地方債 292,909 35,185 12.0

地方税 1,704,555 1,677,305

328,095

31,717 2.6

③／②×100

地方債現在高 4,274,399 4,255,583 18,817 0.4

区　分
①

財政調整基金現在高 120,187 107,662 12,525 11.6

平成29年度 平成28年度

経常収支比率 （単純平均） 93.4 94.7 ▲ 1.3

区　分
① ② ③（①－②） ③／②×100

増　減 増減率
（単位：％）

平成29年度 平成28年度

11,293

投資的経費 443,728

62,984 51,690

413,064 30,664 7.4

③（①－②）

増減額 増減率
②

3,450,439 299,825 8.7

（単位：百万円、％）

2.9

▲ 3.0

1.6

43.0

247,213 13.3

27,250



(4) 歳入の状況

（単位：百万円、％）

① ②

各種交付金

地方債

（注１）　「その他」は、上記項目のいずれにも計上されないものの合計（以下、同じ）。

（注２）　県費負担教職員給与負担事務の指定都市への移譲に伴う財源として、主に各種交付金や国庫支出金が

　増加して いる。

(参考１) 地方税収の状況

（単位：百万円、％）

① ②

普通税

うち市町村民税

個人分

法人分

うち固定資産税

うち軽自動車税

うち市町村たばこ税

目的税

うち都市計画税

うち事業所税
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2.0 116 0.3

合　　計 1,704,555 100.0 1,677,305 100.0 27,250 1.6

127,562 7.5 126,346 7.5 1,216 1.0

34,132 2.0 34,016

11.5

39.3 660,545 39.4 8,433 1.3

162,703 9.5 161,314 9.6 1,389 0.9

54,302 3.2 57,657 3.4 ▲ 3,355 ▲ 5.8

809,563 47.5 789,112 47.0 20,451 2.6

8,995 0.5 8,637 0.5 358 4.1

7.0 13,497

678,617 39.8 671,663 40.0 6,954 1.0

130,947 7.7 117,449

668,977

1,541,852 90.5 1,515,991 90.4 25,862 1.7

8.8

352,792 9.2 186,321 5.3 166,471 89.3

27.1

328,095 8.6 292,909 8.3 35,185 12.0

4.9

102,379 2.7 80,555

区　　分
平成29年度 平成28年度 増減額 増減率

構成比 構成比 ③(①－②）

合　　計 3,832,292 100.0 3,521,090 100.0 311,202

③/②×100

その他 416,873 10.9 431,736 12.3 ▲ 14,863 ▲ 3.4

うち臨時財政対策債 2.3 21,824

繰入金 95,647 2.5 85,297 2.4 10,349 12.1

県支出金 174,178 4.5 166,109 4.7 8,070

地方交付税 75,691 2.0 65,410 1.9 10,281 15.7

国庫支出金 656,920 17.1 589,762 16.7 67,158 11.4

うち地方消費税交付金 151,268 3.9 146,005 4.1 5,264 3.6

地方特例交付金 8,250 0.2 6,416 0.2 1,833 28.6

地方譲与税 19,292 0.5 19,825 0.6 ▲ 533 ▲ 2.7

地方税 1,704,555 44.5 1,677,305 47.6 27,250

区　　分
平成29年度 平成28年度 増減額 増減率

構成比 構成比 ③(①－②） ③/②×100

1.6



(5) 歳出（性質別）の状況
（単位：百万円、％）

① ②

義務的経費

人件費

うち職員給

うち退職金

扶助費

公債費

投資的経費

普通建設事業費

うち補助事業費

うち単独事業費

他会計繰出金等

国保会計（事業勘定）

後期高齢者

介護会計（保険勘定）

その他

(注１)　他会計繰出金等の「うち上下水道・病院」は、下水道事業会計（非法適）、下水道事業会計（法適）、

　　　上水道事業会計及び病院事業会計に対する繰出金等である。

(注２)  人件費の増減額のうち、230,409百万円は県費負担教職員給与負担事務の指定都市への移譲に伴うものである。

(6) 歳出（目的別）の状況
（単位：百万円、％）

① ②

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

その他

(注１)  教育費の増減額のうち、230,409百万円は県費負担教職員給与負担事務の指定都市への移譲に伴うものである。

91,488 2.4 90,136 2.6 1,351 1.5

83,960 2.2 88,125 2.6 ▲ 4,165 ▲ 4.7

80,569 2.1 77,660 2.3 2,910 3.7

増減額 増減率

③(①－②） ③/②×100

17,911

8.8 36,774 12.1

28,060 2.0

279,862 8.1 6,700 2.4

3.3

▲ 3,063 ▲ 2.7

895 0.8

0.2

合　　計

693 379.6

361,877 9.6 373,364 10.8 ▲ 11,487 ▲ 3.1

875 0.0 182 0.0

▲ 802 ▲ 4.5

3,750,265 100.0 3,450,439 100.0 299,825 8.7

17,109 0.5 0.5

0.2 5,608

481,187 12.8 498,042 14.4 ▲ 16,855 ▲ 3.4

109,841 2.9 112,903 3.3

286,562 7.6

572,159 15.2 314,169 9.1 257,989 82.1

1,434,823 38.3 1,406,763 40.8

115,028 3.1 114,133

888 15.8

10,914 0.3 10,767 0.3 147 1.4

6,496

13,430 0.4 13,544 0.4

299,825 8.7

▲ 113 ▲ 0.8

339,964 9.1 303,191

増減額 増減率

③(①－②） ③/②×100

合　　計 3,750,265 100.0 3,450,439 100.0

区　　分
平成29年度 平成28年度

構成比 構成比

816,686 21.8 792,325 23.0 24,361 3.1

259,093 6.9 238,977 6.9 20,117

384,948 10.3 387,361 11.2 ▲ 2,413 ▲ 0.6

6.8 255,921 7.4 96 0.0256,017

▲ 1.9

768,746 20.5 537,621 15.6 231,125

39.8

975,113 26.0 947,709 27.5 27,404 2.9

55,180 1.5 39,478 1.1 15,702

14.6 10.9 171,242 45.4

うち上下水道・病院

うち国保・介護・後期高齢

区　　分
平成29年度 平成28年度

構成比 構成比

13.32,104,903 56.1 1,857,690 53.8 247,213

43.0

548,512

128,931 3.4 131,440 3.8 ▲ 2,509

377,270

443,728 11.8
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361,044 9.6 372,360 10.8 ▲ 11,316

8.4

7.3

168,503 4.5 154,601 4.5 9.0

442,852 11.8 412,882 12.0 29,971

13,901

▲ 3.0

413,064 12.0 30,664 7.4



(参考２) 経常収支比率の推移

(参考３) 性質別歳出及び地方税収の推移
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・ 収支状況は３年連続で黒字となった。
  474億円、対前年度比▲86億63百万円

・ 企業債残高は、15年連続で減少。
　2兆6,944億88百万円、対前年度比▲892億8百万円（▲3.2％）

・ 累積欠損金は、昨年度から減少。
  　3,509億4百万円、対前年度比▲28億35百万円（▲0.8％）
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（注２)　表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合がある。また、増減率は、千円単位
　　　　で算出したものである。（以下の表同じ）

（注１) 　全事業の合計であり、事業ごとに状況は異なる。また、数値については見込みであり、今後変動
　　　　する場合がある。（以下の表同じ）

他会計繰入金 149,923 152,999 ▲ 3,076 ▲ 2.0

建設投資額 192,271 171,983 20,288

累積欠損金 350,904 353,739 ▲ 2,835 ▲ 0.8

11.8

料金収入 439,708 439,373 335 0.1

56,063 （105） ▲ 8,663 （0）

赤字額(事業数) 9,011 （15） 6,835 （14）

企
業
債

発行額 198,626 175,755 22,871 13.0

現在高 2,694,488 2,783,696

7.6

▲ 89,208 ▲ 3.2

元利償還金 334,246 310,618 23,628

決算規模 890,729 845,066 45,663 5.4

2,176 （1）

収
支
状
況

黒字額(事業数) 56,411 （90） 62,898 （91）

差引収支(事業数計) 47,400 （105）

▲ 6,487 （-1）

事業数 105 105 0 0.0

職員数 14,542 14,500 42 0.3

２　市町村公営企業決算の概要（速報）

（単位：事業、人、百万円、％）

区　分
平成29年度 平成28年度 増減 増減率

① ② ③（①－②） ③／②×100



(1)　収支の状況
（単位：百万円、％）

水道（含む簡易水道）

工業用水道

交通

電気

病院

下水道

港湾整備

市場

と畜場

観光施設

宅地造成

駐車場整備

介護サービス

(2) 企業債の現在高
（単位：百万円、％）

水道（含む簡易水道）

工業用水道

交通

電気

病院

下水道

港湾整備

市場

と畜場

観光施設

宅地造成

駐車場整備

介護サービス

▲ 3.2

- 6 -

合　　計 2,694,488 100.0 2,783,696 100.0 ▲ 89,208

178 0.0 239 0.0 ▲ 61 ▲ 25.8

10,053 0.4 11,949 0.4 ▲ 1,896 ▲ 15.9

195,218 7.2 205,034 7.4 ▲ 9,816 ▲ 4.8

1,214 0.0 1,274 0.0 ▲ 60 ▲ 4.7

3,477 0.1 3,863 0.1 ▲ 386 ▲ 10.0

11,063 0.4 9,674 0.3 1,389 14.4

7,859 0.3 6,597 0.2 1,262 19.1

1,647,634 61.1 1,714,984 61.6 ▲ 67,350 ▲ 3.9

172,264 6.4 167,759 6.0 4,505 2.7

0 - 0 - 0 -

359,441 13.3 373,178 13.4 ▲ 13,737 ▲ 3.7

12,135 0.5 12,712 0.5 ▲ 577 ▲ 4.5

③／②×100

273,953 10.2 276,432 9.9 ▲ 2,479 ▲ 0.9

事業名 ① 構成比 ② 構成比 ③（①－②）

▲ 15.5

年度 平成29年度 平成28年度 増減額 増減率

3 12.6

合　　計 56,411 9,011 47,400 62,898 6,835 56,063 ▲ 8,663

28 0 28 25 0 25

▲ 5,655 ▲ 115.3

312 0 312 376 0 376 ▲ 64 ▲ 17.0

0 750 ▲ 750 4,905 0 4,905

110 -

286 0 286 436 4 432 ▲ 146 ▲ 33.8

110 0 110 0 0 0

276 13.2

631 0 631 964 0 964 ▲ 333 ▲ 34.5

2,369 0 2,369 2,093 0 2,093

▲ 131 2.0

26,984 112 26,872 26,094 93 26,001 871 3.4

235 6,814 ▲ 6,579 138 6,586 ▲ 6,448

▲ 469 ▲ 4.2

58 0 58 66 0 66 ▲ 8 ▲ 11.3

10,670 0 10,670 11,139 0 11,139

13,277 1,335 11,942 15,503 153 15,350 ▲ 3,408 ▲ 22.2

1,450 0 1,450 1,158 0 1,158 292 25.2

事業名 黒字額 赤字額 差引 黒字額 赤字額

年度
平成29年度 平成28年度 増減額

増減率
① ② ③（①－②）

差引 差引 ③／②×100



(3)　累積欠損金
（単位：百万円、％）

水道（含む簡易水道）

工業用水道

交通

電気

病院

下水道

港湾整備

市場

と畜場

観光施設

宅地造成

駐車場整備

介護サービス
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合　　計 350,904 100.0 353,739 100.0 ▲ 2,835

-0 - 0 - 0

▲ 0.8

-0 - 0 - 0

85,825 24.5 85,075 24.1 750 0.9

0 - 4 0.0 ▲ 4 ▲ 100.0

-

0 - 0 - 0 -

▲ 221

0 - 0 - 0

-

46.4 172,991 48.9 ▲ 10,280 ▲ 5.9

-

0 - 0 - 0

0

162,711

0 - 0 -

0 - 0 - 0 -

438 0.1 332 0.1 106 32.1

101,930 29.0 95,118 26.9 6,812 7.2

年度
平成29年度 平成28年度

増減額 増減率
① ②

事業名 構成比 構成比 ③（①－②） ③／②×100

0.1 ▲ 100.00 - 221



・ いずれの指標においても、早期健全化基準又は経営健全化基準に達している市町村はない。

（単位：％）

（注１）　実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率については、０以下の比率は存在しないため、０以下に

　　　　なった場合は－で記載している。

（注２）　平均はすべて単純平均であるが、比率が存在しない団体がある場合は、これを除外して算出している。

（注３）　実質公債費比率及び将来負担比率は、この表では総務省の公表ルールに従い小数点以下第２位を切り捨て

　　　　たものを記載している。
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－

市 町 村 平 均 － － 4.4 63.0 －

市 町 村 平 均
(除く指定都市)

－ － 4.1 57.7

－

町 村 平 均 － － 3.9 66.8 －
清 川 村 － － ▲ 3.9 － 全２会計

－ － 12.8 85.6 全３会計

－

愛 川 町 － － ▲ 3.1 － 全２会計 －
湯 河 原 町 － － 1.6 15.2 全３会計

－

開 成 町 － － 6.7 30.5 全２会計 －
山 北 町 － － 7.3 69.8 全２会計

－

真 鶴 町 － － 8.4 158.6 全２会計 －
箱 根 町

－

松 田 町 － － 5.7 56.8 全３会計 －
大 井 町 － － ▲ 0.5 － 全２会計

中 井 町 － － 3.9 － 全２会計 －

－

二 宮 町 － － 6.7 40.7 全１会計 －
大 磯 町 － － 5.3 76.9 全１会計

－

寒 川 町 － － 3.8 － 全１会計 －
葉 山 町 － － ▲ 0.7 － 全１会計

－

都 市 平 均 － － 4.8 61.3 －

都 市 平 均
(除く指定都市)

－ － 4.3 52.5

－ － 8.0 52.9 全１会計 －

－
南 足 柄 市 － － 6.4 66.6 全２会計 －
綾 瀬 市

座 間 市 － － 1.4 14.4 全２会計

－
海 老 名 市 － － 0.8 20.5 全１会計 －

伊 勢 原 市 － － 7.3 81.9 全１会計

－ － 0.7 28.4 全２会計 －

－
厚 木 市 － － 2.6 48.8 全２会計 －
大 和 市

秦 野 市 － － 3.1 36.0 全２会計

－
三 浦 市 － － 17.5 166.1 全４会計 －

逗 子 市 － － 5.8 67.5 全１会計

－
茅 ヶ 崎 市 － － 0.5 34.7 全２会計 －

小 田 原 市 － － 4.4 － 全５会計

－
藤 沢 市 － － 1.2 44.9 全２会計 －

鎌 倉 市 － － 0.3 － 全１会計

－
平 塚 市 － － 2.4 27.4 全３会計 －

横 須 賀 市 － － 6.3 45.5 全３会計

121.7 全８会計 －

資金不足比率

－
指定都市平均 － － 7.7 102.1 －

相 模 原 市 － － 2.9 39.0 全２会計

３　健全化判断比率及び資金不足比率（速報）

市町村名
実質赤字
比　　率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比　　率 会計数

横 浜 市 － － 13.3 145.6 全12会計 －
川 崎 市 － － 6.9
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用語の解説 

(1) 普通会計決算の用語解説 

○ 普通会計 

地方公共団体が設置する様々な会計を、団体間の比較や時系列比較を可能とするため、全国共通のルール

に基づき、一般会計とその他特別会計を区分し直した地方財政統計上の会計区分。 

なお、公営事業会計に属する、公営企業会計（水道・交通・病院・下水道等）、収益事業会計（競馬・競

輪・競艇等）、国民健康保険事業会計、介護保険事業会計、後期高齢者医療事業会計等は、普通会計から除

かれる。 

○ 決算規模 

普通会計においては、歳入総額及び歳出総額。 

○ 実質収支

形式収支（歳入歳出差引額）から、翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた後の純剰余金又は純損失のこ

と。 

○ 単年度収支

当年度の実質収支－前年度の実質収支 

実質収支には過去からの収支の赤字・黒字要素が含まれているので、その影響を除いた当該年度のみの収支

であり、実質収支の前年度からの増減を示す。

○ 経常収支比率

経常的経費充当一般財源等÷（経常一般財源等収入額＋減収補塡債(特例分)＋臨時財政対策債） 

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、人件費、扶

助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合で、財政の弾力性の指

標。 

○ 義務的経費 

支出が義務づけられ、任意に削減することが困難な経費（人件費、扶助費、公債費）。 

○ 公債費 

借入金である地方債の返済等に必要な経費。 

○ 扶助費 

社会保障の一環として、生活困窮者や児童、高齢者などに対し、法令や地方公共団体の条例等に基づき支

給する経費。 

○ 投資的経費 

道路や公園、学校等の社会資本の整備に支出される経費（普通建設事業費、災害復旧事業費）｡ 

○ 標準財政規模 

地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもので、当該団体の標準的な税収入額に地方譲与税、交通

安全対策特別交付金、普通交付税額及び臨時財政対策債発行可能額を合算したもの。 
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(2) 公営企業決算の用語解説 

○ 公営企業 

地方公共団体が行う事業のうち、主として、その経費を当該事業に伴う収入をもって経営する事業で、法適

用企業と法非適用企業に分類される。 

○ 法適用企業 

地方公営企業法を適用し、収支を債権・債務の発生でとらえる発生主義による企業会計方式で経理を行う企

業。 

○ 法非適用企業 

地方公営企業法を適用せず、収支を実際の現金収支規模でとらえる現金主義による官庁会計方式を用い、か

つ、特別会計方式で経理を行う企業。 

○ 決算規模 

公営企業会計においては、普通会計の歳出総額に相当する額をいう。 

・ 法適用企業 ＝ 総費用 － 減価償却費 ＋ 資本的支出 

・ 法非適用企業 ＝ 総費用 ＋ 資本的支出 ＋ 積立金 ＋ 繰上充用金 

○ 純損益・実質収支 

黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業は実質収支による。なお、収支が０の場合

は黒字としている。

・ 純損益 ＝総収益（＝営業収益＋営業外収益＋特別利益)－総費用(＝営業費用＋営業外費用＋特別損失) 

・ 実質収支＝（総収益－総費用）＋（資本的収入－資本的支出）－積立金＋前年度からの繰越金－前年度繰

上充用金＋収益的収支に充てた地方債＋収益的収支に充てた他会計借入金 

○ 基準内繰入金 

下水道事業における雨水処理負担金など、その性質上、当該地方公営企業の経営に伴う収入を充てること

が適当ではない経費等に対する一般会計等からの繰入金をいい、これ以外の繰入金を基準外繰入金という。

基準内繰入金は、地方公営企業法第17条の２、「平成29年度の地方公営企業繰出金について」（平成29年

４月３日付け総財公第41号総務副大臣通知）等に基づいて算定される。 

○ 建設投資額 

資本的支出の建設改良費をいう。

○ 累積欠損金 

法適用企業で、営業活動によって欠損を生じた場合に、繰越利益剰余金、利益積立金、資本剰余金等により

補塡が出来なかった各事業年度の損失（赤字）額が累積されたものをいう。

○ 地方公営企業会計基準見直し 

民間の企業会計基準が大幅に変わるとともに、他の公的部門（地方独法、地方公会計等）も企業会計原則を

基本とした考え方を取り入れる中にあって、できる限り企業会計基準との整合を図るための改正を行った。 

主な内容として「借入資本金制度の廃止」、「みなし償却制度の廃止」、「引当金の計上義務付化」、「た

な卸資産の評価に低価法義務化」などがある。 
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(3) 健全化判断比率等の用語解説 

○ 健全化判断比率 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）は、地方公共団体の財政状況を客観的

に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、「健全化判断比率」として４つの

財政指標を、また、公営企業会計ごとの経営状況の深刻度を示す指標として「資金不足比率」を定めてお

り、地方公共団体は、各比率について、監査委員の審査に付したうえで議会に報告するとともに、住民に対

し公表しなければならないもの。 

○ 一般会計等 

市町村の一般会計及び特別会計のうち、決算統計で用いられている普通会計とほぼ同様の範囲のもの。た

だし、「普通会計」が特別会計の事業単位で「一般会計」に連結するのに対し、「一般会計等」は、特別会

計単位で「一般会計」に連結するといった点に相違がある。 

【健全化判断比率等に係る早期健全化基準等】 

区  分 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率
各団体の標準財政規模に応じて 

11.25％～15％ 
20％ 

連 結 実 質 赤 字 比 率
各団体の標準財政規模に応じて 

16.25％～20％ 
30％ 

実 質 公 債 費 比 率 25％ 35％ 

将 来 負 担 比 率
350％ 

(政令指定都市は400％) 
－ 

資 金 不 足 比 率 (経営健全化基準)20％ － 

【健全化判断比率等の対象会計等について】 

○ 早期健全化基準 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、｢財政健全化計

画｣を定めなければならない。  

うち
公営企業
会計

※公営企業会計

ごとに算定

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

資
金
不
足
比
率

普通会計

公営事業
会計　　

特別会計

地

方

公

共

団

体

一般会計
連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

実
質
赤
字
比
率

一般会計等
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○ 財政再生基準 

健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、「財政再生段階」となり、｢財政再生計画｣を定

めなければならない。 

○ 経営健全化基準(公営企業会計のみ適用) 

資金不足比率が経営健全化基準(20％)以上の場合には、｢経営健全化計画｣を定めなければならない。 

【健全化判断比率等の概要】 

ア 実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。 

《算定方法》 

・一般会計等の実質赤字額： 

一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

・実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

イ 連結実質赤字比率 

公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額等の標準財政規模に対する比率。 

《算定方法》 

・連結実質赤字額：①と②の合計額が③と④の合計額を超える場合の当該超える額 

① 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた

会計の実質赤字の合計額 

② 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

③ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち､実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

④ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

ウ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率。 

《算定方法》 

・準元利償還金：①から⑤までの合計額 

① 満期一括償還地方債について、償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還とした場合における１年当たりの

元金償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認めら

れるもの 

③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充

てたと認められるもの 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

⑤ 一時借入金の利子 

一般会計等の実質赤字額
実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

連結実質赤字額
連結実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金）－
実質公債費比率      （特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
（３か年平均） ＝ 

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 
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エ 将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。 

《算定方法》 

・将来負担額 ：①から⑧までの合計額 

① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額 

④ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

⑥ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額の

うち､当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

⑦ 当該団体が受益権を有する信託の負債額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負

担見込額 

⑧ 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべき

ものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立

法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

⑨ 連結実質赤字額 

⑩ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

・充当可能基金額 ：①から⑧までの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金 

オ 資金不足比率 

各公営企業単位による事業の規模に対する資金不足額の比率。 

《算定方法》 

・資金の不足額： 

資金の不足額（法適用企業） ＝ （流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方

債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

資金の不足額（法非適用企業）＝ （繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源

に充てるために起こした地方債現在高）－ 解消可能資金不足額 

※ 解消可能資金不足額： 

事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の

不足額から控除する一定の額。 

※ 宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。 

・事業の規模： 

事業の規模(法適用企業)＝営業収益の額－受託工事収益の額 

事業の規模(法非適用企業)＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

※ 指定管理者制度(利用料金制)を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。 

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金

規模）を示す資本及び負債の合計額とする。 

将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額
＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率 ＝ 
標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

資金の不足額
資金不足比率 ＝ 

事業の規模 


